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は じ め に 
 

 本報告書は、神奈川県教育委員会から、中長期を展望したこれからの県立高

校改革の構想について検討依頼を受けた県立高校改革推進検討協議会が、協議

の成果としてまとめたものである。 

 世界全体がグローバル化や情報化の進展などによって急速に変化する中で、

我が国においては、少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少や、産業・就業構造

の変化に伴う雇用の多様化・流動化が広がるとともに、高度情報化の進展によ

る本格的な「知識基盤社会」の到来など、過去に経験したことのない諸課題を

抱えることとなり、我が国の将来に対する不確実性や不透明性が問われて久し

い。 

 このような状況の中にあっても、教育は、子どもたち一人ひとりの人格の完

成をめざすものであり、将来にわたって自らの生涯を力強く、生きる目標をも

って歩み、幸福な生活を営んでいく上で不可欠なものである。時代や社会が移

り変わろうとも、こうした教育の重要性は変わることはないものである。 

 今回、私たち 17名の県立高校改革推進検討協議会の構成員は、神奈川県教

育委員会より依頼を受け、様々な立場と経験から多面的かつ横断的・総合的に

県立高校の将来像について検討協議を重ねてきた。 

 本報告書は、次代を担う神奈川の子どもたちすべてに光をあて、生涯にわた

る自分づくりに向けて、一人ひとりの個性や能力を伸ばし、心身ともに健やか

に育む高校教育の実践を期待し、検討協議した成果をまとめたものである。 

 本報告書を神奈川県教育委員会における今後の県立高校改革にかかる教育

政策の構想や企画立案に有効に活用いただければ幸いである。 

 最後に、学校現地調査やシンポジウムの開催などに多大な御協力をいただい

た県立学校、シンポジウムにおいて御意見をお寄せいただき、御参加を賜った

県民の皆様に深く感謝申し上げる。 

    

 

平成26年６月              

           県立高校改革推進検討協議会 会長 屋敷 和佳 
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１ 高校教育の動向 

高校教育においては、昭和 23年４月の新制高等学校の発足以来、「中学校におけ

る教育の基礎の上に、心身の発達及び進路に応じて、高度な普通教育及び専門教育

を施すことを目的」（学校教育法第 50条）として、人格の完成をめざし、将来にわ

たって幸福な生活を営むことができるよう、生徒一人ひとりの個性を伸ばす教育を

推進してきた。 

また、高校等への進学率は、現在、約 98％に達しており、高校は国民的な教育機

関となっている。高校改革は、こうしたことから高校進学率の上昇に対応するため

の教育機会の量的拡大を図る改革から、生徒それぞれの能力や適性、興味や関心、

そして進路などの多様性に対応した新しいタイプの高校設置を図る改革へと、時代

や社会の状況に対応してきたものである。 

こうした中で、文部科学省の「学校基本調査」によれば、中学校卒業者数は、最

も多かった平成元年度の約 205万人から平成 25年度には約 119万人にまで減少した。

平成元年のピーク時を基点に前後を比較すると、中学校卒業者数の増減にかかる変

化は、ピーク前の増加段階よりピーク後の減少段階のほうが著しく速いことがうか

がえる。 

平成 25年６月に閣議決定された「第２期教育振興基本計画」では、引き続き生徒

のニーズに応じた多様な教育の提供に加えて、高校生としての基礎的・基本的な学

力の定着と学習意欲の向上を図るとともに、社会で生きていくために必要となる、

共通に身に付けさせる資質・能力の育成など、高校教育の質の保証に向けた取組み

の推進とその評価のための仕組みの施策化（「達成度テスト」等）を指摘している。 

このため、各都道府県においては、生徒数の減少を見据えた高校の適正な規模と

配置のあり方に留意するとともに、多様な学習ニーズへの対応を行いつつも、今後

の高校教育として生徒一人ひとりの個性や能力を伸ばし、知・徳・体の調和のとれ

た高校教育を実現する、創意工夫に富んだ魅力ある高校づくりが求められている。 
 

 

Ⅰ 県立高校改革に向けて 
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２ 県立高校改革推進検討協議会の取組み 

 

（１）神奈川の教育を考える調査会の最終まとめ 

○ 県の緊急財政対策に基づき設置された神奈川の教育を考える調査会では、「経

費の削減」と「教育の質の確保」の両立をめざした教育のあり方が幅広く議論さ

れ、見直すべきところは見直し、より充実するべきところは充実を図るなど「メ

リハリのある新たな教育政策」推進の必要性が提示された。 

 

○ 平成25年８月に出された「神奈川の教育を考える調査会 最終まとめ」（以下、

「最終まとめ」と略す）において示された県立高校における改革の方向性につい

ての主な意見は次のとおりである。 

◇ 公私協調による全日制進学率の向上と柔軟な定員決定のしくみづくり。 

◇ 県立高校全体の規模と配置の検証と生徒数減少を踏まえた再編・統合。 

◇ 単位制普通科や総合学科、定時制等の高校の検証を踏まえた見直しと教育課

程の再編。 

◇ 学習状況や障害などで支援を要する生徒を受けとめる高校づくり。 

◇ 多様な教育課程及び課程・学科の見直し等を通じた適正な教員配置。 

◇ 小中学校から高校まで連続した「多様な学びの場」を通じた特別支援教育の

推進（インクルーシブな教育を実践できる高校づくりの検討）。 

◇ 学校独自の工夫で学校財産を有効活用するしくみの検討・推進。 

 

○ また、この「最終まとめ」の「今後の取組み」では、「教育改革については、

改革を推進するために必要な組織を設置し」、「計画的に施策化を図ることで、

今後の神奈川の未来に資する新たな教育環境づくり」に取り組んでいくことが指

摘されている。 

 

（２）県立高校改革推進検討協議会の設置 

県立高校改革推進検討協議会（以下、「本協議会」と略す）は、神奈川県の県立

高校改革に不断に取り組むという考え方のもと、教育基本法や「かながわ教育ビジ

ョン」の理念に基づきながら、神奈川の教育を考える調査会の「最終まとめ」など

を踏まえ、生徒数の減少動向を視野に入れつつ、中長期を展望したこれからの県立

高校の将来構想についての検討を進めるため、平成26年１月に設置された。 
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本協議会は、神奈川県教育委員会から、次の３つの事項について検討協議の依頼

を受けた。 

○ 県立高校の教育内容の充実に関すること 

○ 質の高い教育を支える県立高校の教育環境の整備に関すること 

○ 県立高校の適正な規模及び配置に関すること 

 

また、本協議会には、協議会の所掌事項について調査研究を行うなど、会議の円

滑な運営を図るため、「県立高校改革推進検討協議会の設置及び運営に関する要綱」

に基づき、研究会を設置した。 

 

（３）検討にあたっての基本的な考え方 

本協議会では、中長期を展望したこれからの県立高校の将来構想についての検討

を進める上で、神奈川県教育委員会から依頼された３つの事項を踏まえ、次の５つ

の基本的な考え方に留意し、多面的かつ横断的・総合的に検討を進めることとした。 

 

１ 生徒の個性や能力を伸ばし、社会的・職業的な自立をめざす高校教育 

   （入学後の教育保障・卒業後の進路保障） 

２ インクルーシブな社会づくりに向けた生徒一人ひとりを大切に育む高校教育 

   （高校教育にインクルーシブ教育を取り入れること） 

３ 学校の経営力と教職員の実践的指導力の向上 

   （学校経営や教員の質向上における地域や外部機関との連携など） 

４ 生徒にとって安全で質の高い教育の提供を図る教育の諸条件の整備 

（校舎等の改修・改築などメリハリのある教育財源の活用） 

５ 進取性と先進性に富む神奈川らしい県立高校改革 

   （県民の力を結集することで生み出される神奈川らしさ） 

 

（４）検討経過 

本協議会は、平成 26年１月 31日に第１回協議会を開催し、平成 26年６月まで

に６回にわたる協議を行った。また、この間、研究会を６回開催した。 

本協議会では、神奈川の教育を考える調査会の「最終まとめ」（平成 25年８月）

と県教育委員会が作成した「県立高校をめぐる現状と課題の整理」（平成 26年１
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月）等をもとに、前回の県立高校改革推進計画に基づく改革及びその後の取組みに

ついての検証と課題認識について理解を深めた上で、依頼事項についての検討協議

を行った。 

また、学校の現地調査（６校）を実施して施設・設備の状況を確認するとともに

授業等の参観や高校生・教職員と直接対話する機会を設け、県立高校の実情と課題

の把握に努めた。 

さらに、平成 26年５月 24日には本協議会の主催により「県立高校の将来像を考

えるシンポジウム」（会場：横浜平沼高校・小ホール）を開催した。 

このシンポジウムは、本協議会での協議内容の紹介とそれに関する参加県民から

の意見聴取を目的とした。最初に構成員の坂野慎二教授（玉川大学教育学部）から

「今後の高校教育の方向性について」として基調提案を行い、これをもとに神奈川

の教育を考える調査会の座長を務めた髙木展郎教授（横浜国立大学教育人間科学部）

をはじめ、県内公立学校に在学する中学生と高校生の代表、そして本協議会の代表

がシンポジストとして登壇し、参加県民とともに県立高校の将来像について考え、

意見を論じ合った。 

本協議会では、これら様々な機会を通じた検討協議の結果を、次の柱立てで整理

し、また内容に関係する資料を巻末に掲げ、この報告書をまとめた。 

 

Ⅰ 県立高校改革に向けて 

Ⅱ 県立高校の果たすべき役割 

Ⅲ これからの県立高校改革のあり方 

Ⅳ 県立高校改革の推進にあたって 

 

なお、本協議会は、県民に直接情報を提供し、広く意見を求めるために、協議会

を公開とし、その記録等についても県教育委員会ホームページに掲載して広報した。 
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１ これまでの県立高校改革の取組み 

 

（１）県立高校改革の経過 

ア 高校百校新設計画以前の状況 

○ 昭和 23年の新制高等学校の発足時、県立高校は 29校であったが、その後、

市町村立及び学校組合立の公立高校の県立移管や、技術革新時代における中堅

技術者養成や技能者養成を目的として、様々な専門教育の高校や技術高校を開

校するなど、高度経済成長と昭和 38年の第一次ベビーブーム世代によるピーク

時（公立中学校卒業者数７万７千人）には、県立高校が 52校となり、子どもた

ちに広く高校教育の機会を提供し、意欲と希望のある生徒を受け入れてきた。 

 

イ 高校百校新設計画に基づく改革 

○ 昭和 45年に公立中学校卒業者数が５万５千人であったのを基点に、その後昭

和 63年に第二次ベビーブーム世代によるピーク（12万２千人）を迎えるこの

期間の生徒急増期に対応して、昭和48年度から昭和62年度の15年間にわたっ

て「高校百校新設計画」に基づき、県政の最重点施策の一つとして県立高校

100校を新設して全体で 165校とし、子どもたちの進学機会の確保を図り、県

民の要請に応えてきた。 

 

ウ 県立高校改革推進計画に基づく改革 

○ 昭和 63年の公立中学校卒業者数 12万２千人をピークに、その後は公立中学

校卒業者数が減少に転じ、平成 18年には６万４千人まで減少することから、平

成12年度から平成21年度までの10年間にわたって「県立高校改革推進計画」

に基づき、個性化・多様化に対応した総合学科等の新しいタイプの高校を新設

する一方で、生徒減少期に対応して県立高校を再編・統合し、縮減を図った。

平成26年度現在、県立高校は142校（他に分校１校）である。 

 

 

 

Ⅱ 県立高校の果たすべき役割 
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（２）新しいタイプの高校づくり 

○ 県立高校では、「高校百校新設計画」での新設校を中心に、昭和 54年度から

「個性化推進事業」を展開し、生徒一人ひとりの個性を豊かに伸長させるため、

特色ある教育活動・高校づくりを進めてきた。 

 

（専門コースの設置） 

○ 個性化推進に対応した新しいタイプの高校として、昭和 58年に、２校連携の

弥栄東高校と弥栄西高校が開校し、音楽コースや外国語コースなどの専門コー

スを初めて設置した（現在は、平成 20年度に４つの専門学科を設置した弥栄高

校となっている）。その後、学年制の普通科の他の県立高校においても、国際、

福祉、芸術、スポーツ、理数といった特定の専門分野の科目を３年間で 10～20

単位学ぶことのできる専門コースを設置した。 

 

（単位制普通科及び総合学科のパイロット校の新設） 

○ そして、国の臨時教育審議会の４次にわたる答申を受けて、個性化・多様化

に対応した新しい高校づくりに取り組み、平成７年度には単位制による普通科

高校として神奈川総合高校を新設し、翌８年度には大師高校を第三の学科であ

る総合学科に改編し、県立高校の特色づくりを推進した。 

 

○ さらに、平成 12年度からは「県立高校改革推進計画」のもとで、特色ある高

校づくりを推進し、平成 22年度までに、全日制で単位制普通科高校 10校（う

ち３校はフレキシブルスクール）、総合学科高校 10校、単位制専門学科高校５

校を開校し、定時制では単位制普通科高校４校、総合学科高校５校を設置した。 

 

（学力向上推進・特色ある高校づくりによる研究指定） 

○ これに加え、平成 19年度からの学力向上推進・特色ある高校づくりの事業に

より学力向上進学重点校として 10校を指定したほか、国際・英語教育、ＩＣＴ

利活用教育、シチズンシップ教育等の研究校を指定し、特色づくりの一層の深

化・充実を図った（平成 22年度より学力向上進学重点校は 18校に拡大した）。 
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（新しいタイプの高校づくりの拡充） 

○ 「県立高校改革推進計画」の策定後には、全日制普通科高校に、中学校時代

に十分に力を発揮できなかった生徒へのきめ細かな指導を中心に展開するクリ

エイティブスクールを３校開校した。また、津久井高校の社会福祉コースを専

門学科「福祉科」に、商工高校を新しい専門学科高校にそれぞれ改編するとと

もに、定時制の仕組みを活用して昼間の時間帯に半日単位で学ぶ多部制定時制

高校を２校開校した。 

 

（３）入学者選抜制度の改善 

○ 平成６年７月に「神奈川県公立高等学校入学者選抜制度改正大綱」を策定し、

生徒が自らの進路希望に基づいて、入れる学校から入りたい高校へ志願できる

ように選抜制度を改正し、平成７年度、８年度の移行期間を経て、９年度の入

学者選抜から新しい選抜制度が本格実施された。 

 

（前期・後期選抜の導入） 

○ 平成 16年度入学者選抜から前期・後期の２回の選抜機会を設け、生徒一人ひ

とりの個性がより一層いかされる制度として改善した。 

 

（通学区域（学区）の撤廃） 

○ 平成 17年度には通学区域（学区）を撤廃して、県内どこからでもすべての県

立高校を志願できるようにし、学校選択の幅を拡大した。 

 

（共通選抜の導入） 

○ 平成 25年度入学者選抜からは、選抜期間の長期化とそれに伴う中学校におけ

る合格者と不合格者の混在による学級経営への支障など、前制度の運用上の課

題や新しい学習指導要領への対応を図るため、前期・後期の選抜を一体化して

「共通選抜」を設定し、原則として受検者全員に「共通の検査」として学力検

査と面接を実施している。 
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２ 県立高校の現状と課題 

 

 （１）県立高校改革推進計画10年間の成果と課題 

○ これまでの県立高校改革について、県教育委員会として平成 22年８月に今後

の高校教育のあり方検討プロジェクト会議（教育指導部高校教育企画課所管）

を設置して検証を行い、「県立高校改革推進計画 10年間の成果と課題」（平成

22年８月）を公表し、これを踏まえて平成 23年３月に「これからの県立高校

のあり方（最終報告）」をまとめた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
１ 多様な教育の提供 
 ○ 生徒一人ひとりの個性を十分に生かせるよう、多様で柔軟な高校教育を展開したこと
で、生徒の幅広い進路希望、興味･関心に対応する教育の提供に向けて、学習指導要領に
示された教科・科目だけでなく、教科横断的な科目や専門的な内容を学ぶための科目な
どを、新しいタイプの高校だけでなく、ほぼすべての県立高校で設置して取り組んでき
た。その結果、学校間で教育課程上での大きな違いを見せづらく、特色内容に他校との
差異化を図ることで難しい面があることや、特色づくりを推進する人材を継続的に確保
することが課題となった。また、より幅広く展開する総合学科高校や、より専門的に学
ぶための新たな専門学科高校などが設置され、全日制普通科併設の専門コースの特色が
見えづらくなるなどの課題が生じた。 

 
２ 柔軟な学びのシステム 
 ○ 多様な教育の提供とともに、学びやすく、様々な学習機会の成果を生かすことができ
るよう高校教育の一層の弾力化を図るための取組みを進め、様々な制度を活用し、県立
高校に学校外の学修の成果の単位認定などが拡大した。その結果、生徒一人ひとりが抱
える学習課題の多い実態のある学校には、県立高校の全体状況を勘案した教職員配置の
工夫など人的に手厚い支援を行う必要があり、また生徒個々への丁寧な教育相談の対応
と個別対応が可能な施設上の配慮を行うことも今後の課題である。 

 
３ 地域や社会に開かれた高校づくりの推進 
 ○ 県立高校が地域に開かれることで、生徒と地域や社会の方々が交流し、豊かな人間性
と望ましい社会性を身に付ける教育と、生涯にわたって学ぶ場の実現をめざした取組み
として、校種間交流や世代間交流を図る体験的な学習や行事の実施、地域貢献活動・ボ
ランティアなど地域への協力活動の充実、学校評議員制度の導入、インターンシップの
推進などに取り組んだ。その結果、地域連携を進める上での人材確保や予算上の問題、
地域連携の取組みに対する教職員の明確な意識化、学校評価システムの定着による学校
運営改善の取組みなどを今後の課題として整理した。 

 
４ 県立高校の規模及び配置の適正化の推進 
 ○ 生徒数の動向と生徒の高校への進学希望に対応し、一層の進学機会の拡大に努め、各
高校の適正な規模を確保し、新しいタイプの高校など特色ある高校をバランスよく配置
するため、統合や改編などによる県立高校の再編整備を進めてきた。その結果、25校を
縮減し、学校規模を平均18～24学級とし、また地域バランス等を考慮して新しいタイプ
の高校等を配置したが、専門学科高校の担う役割や昼間の時間帯での学びを希望する生
徒に対する定時制高校のあり方などが課題である。 
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（２）県立高校をめぐる現状と課題の整理 

○ 上記の検証の取組み以降、平成 25年度に至る期間の県立高校の検証について

は、平成 26年１月に「県立高校をめぐる現状と課題の整理」(指導部高校教育

企画課)に成果と課題がまとめられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
５ 教職員の意識改革と資質向上 
 ○ 教職員研修の充実、授業改善に向けた生徒による授業評価の導入、校長のリーダーシ
ップの確立など学校運営等の改善・充実に取り組んできた。その結果、より信頼される
学校運営のさらなる活性化に向けた取組みや教職員の大量退職による教職員採用とその
資質・能力の向上等について今後の課題として整理した。 

 
６ 改革推進のための条件整備等 
 ○ 県立高校改革推進のため、学校の施設・設備の整備など教育環境の整備と、私立高校
や市立高校と連携して広報活動の充実を図ってきた。その結果、耐震化と老朽化への対
応や再編・統合による経費削減の効果などが現れた。これを受けて、今後も新しいタイ
プの高校の施設・設備の充実、専門学科教育の施設・設備の更新、まなびや計画に基づ
く耐震化・老朽化への着実な推進などの課題を整理した。 

 
７ 入学者選抜制度の改善 
 ○ 平成 16年度に前期選抜と後期選抜の２回の選抜機会による入学者選抜に改善する
とともに、平成 17年度の入学者選抜からは通学区域を撤廃した。その結果、選抜期
間の長期化と入学者選抜業務に多大な時間を要することになり、また前期選抜にお
いて学力検査を課さないことによる学力低下の懸念などが生じ、今後の新学習指導
要領の実施に向けて入学者選抜制度のあり方の検討を課題として整理した。 

 

新しいタイプの高校 
◇ 単位制普通科高校は、普通教育を受けやすいという特色があるが、一部の学校において
は、生徒の状況から、こうした特色が生かされていない傾向があること。 

◇ 総合学科高校では、普通教科と専門教科から幅広い分野の科目を生徒が主体的に選択し
て学ぶことができるが、一部の総合学科高校においては普通科目を選択する傾向が強くな
っていること。 

◇ 単位制普通科高校と総合学科高校については、学科としての違いが分かりにくくなって
いる部分もあるため、それぞれの設置趣旨を踏まえた上で、より一層適切な教育課程の編
成と運用を行う必要があること。 

◇ 総合学科高校においては、設置している専門教科・科目を担当する（専門教科の）教員
の確保・育成を図る必要があること。 

◇ 単位制普通科高校や総合学科高校においては、比較的簡単に単位が修得できる科目など
安易な科目選択をしてしまう生徒もみられ、進路希望や興味・関心に応じた主体的な科目
選択ができるよう、ガイダンス機能を一層充実させる必要があること。 

 

普通科高校 
◇ 特色づくりの成果を踏まえ、生徒・保護者のニーズに応えるため、生徒の学力の向上や
進路実現に向けた取組みをさらに充実させる必要があること。 

◇ 専門コースについては、県内全域に総合学科高校や新たな専門学科高校など、重なる分
野の教育内容を提供する高校が設置された中で、特色が見えづらくなっている学校も見受
けられること。 
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◇ また、専門コースは学校全体の特色づくりに貢献しているが、一般コースとの履修内容
の違いが明確でない学校が存在することや、国際・芸術・福祉といった専門性の高い教員
の確保・育成などに課題があること。 

◇ クリエイティブスクールにおいては、学び直しを行う学校設定科目を設置し、個に応じ
た指導の充実を図ることなどにより、生徒の基礎学力の向上に努め、中途退学者数は減少
していること。 

◇ また、クリエイティブスクールは、現在、県東南部のみの設置であることから、今後は
生徒の動向も注視しながら、配置を含めた検討が必要であること。 

 
専門学科高校 
◇ 専門学科高校の進路状況については、大学や専門学校等への進学が 50％を超える一方、
就職は40％を下回り、低下傾向にあること。 

◇ 県内の高卒就職者全体のおよそ 50％が専門学科高校の生徒で占めていることから、円滑
な就職支援を進めるために、民間企業の設備等に見合った実習設備への更新に向けて取り
組むとともに、企業や大学等との協力体制を確立する必要があること。 

◇ 中学生や保護者が専門学科高校の教育に求めるものは、資格取得、専門分野に関する知
識、技術及び技能の育成などである一方、企業が採用時に求める資質・能力は、コミュニ
ケーション能力、協調性、社会への適応能力、専門分野に関する基礎的・基本的な知識、
技術及び技能であり、それぞれのニーズに対応できる教育課程の構築が求められること。 

◇ 県産業教育審議会から、平成25年５月に示された報告にある、神奈川県の専門学科高校
の役割として、「将来の地域産業を担う人材」及び「高校卒業後に、より高度な専門の知
識、技術及び技能を身に付けようとする高い意欲を持った人材」の育成という２つの役割
を踏まえ、将来の「応用力のあるスペシャリスト」の育成をめざすという方向性に基づ
き、専門学科高校のあり方について検討する必要があること。 

 
定時制課程の高校 
◇ 様々な課題のある生徒に学校全体で組織的に対応できるようにするため、夜間定時制に
おいては１学年２クラスを適正規模としているが、３～４クラスに過大規模化している高
校があるため、今後、公立中学校卒業生徒数の減少を踏まえながら、その解消が必要であ
ること。 

◇ 常勤で働きながら学ぶ生徒は数％であり、不登校を経験した生徒や日本語の学習支援等
が必要な外国につながりのある生徒など様々な生徒が在籍していること。 

◇ 多様な学習ニーズや生活スタイルを踏まえた、３年での修業を可能とする柔軟な学びの
システムの保証や単位認定の手立てなど、今後の定時制のあり方について早急な検討が必
要であること。 

◇ 定時制入学者の進路希望状況などを調査する志願動向等調査によれば、夜間定時制課程
に通う生徒の３分の１超が昼間の時間帯での学びを希望している状況があり、全日制・定
時制の適正な受け入れ枠を確保しつつ、配置を含めた検討を行う必要があること。 

◇ 平成22年度に開校した多部制定時制高校では、基本的には卒業まで４年を要することか
ら、今後の動向について注視し、平成26年度に卒業生を出した段階で改めて検証する必要
があること。 

 
入学者選抜制度 
◇ 平成25年度入学者選抜にかかる検証アンケートでは、前期・後期の選抜を一体化したこ
とによる選抜期間の短縮や受検者全員に学力検査と面接という「共通の検査」を実施した
ことなど全ての項目で肯定的な回答を得たこと。 

◇ 今後も新制度の趣旨や実施方法について一層の周知を図るとともに、継続的にその検証
を行っていく必要があること。 

 
入学定員計画策定方式の変更と全日制進学率 
◇ 公立と私立それぞれが入学定員目標を実数で示し、全日制の募集定員を拡大した結果、
平成25年度入学者選抜は、全日制進学率が前年と比較して0.5ポイント向上し88.8％となっ
たが、全国的に見ると依然低い状態であり、公立と私立が協調して、さらに全日制進学率
の向上に向けて取り組む必要があること。 



- 11 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ これからの県立高校の果たすべき役割 
 

（１）教育基本法や「かながわ教育ビジョン」等に基づく高校教育の展開 

○ すべての県立高校においては、教育基本法や学校教育法等に基づき、中学校

での教育の基礎の上に、心身の発達及び進路に応じて、高度な普通教育と専門

教育を施すことを目的とする。 
 

○ また、県立高校では、県教育委員会が策定した「かながわ教育ビジョン」

（平成 19年８月）に基づき、自己肯定感を基盤に、思いやる力を身に付けると

ともに、自分らしく自立してたくましく生き抜くことのできる力と、学んだこ

とを生かして社会に貢献する力の育成に取り組む。 

 

（２）公教育の場としての教育機会の保障 

○ 神奈川県において高校教育を望むすべての子どもたちに、公教育を行う公立

と私立の高校が協調して、それぞれの役割に基づきながら、今後も一層の教育

機会の保障に努めるとともに、全日制進学率の一層の向上に取り組む。 
 

○ 生徒一人ひとりの学習や進路の希望に応えられるよう、課程・学科や地域の

特性及び今後の生徒数の動向等を見据えながら、学校の適正な規模及び配置に

努め、幅広い学校選択の保障・充実に努める。 
 

○ 県立高校は公教育の場として、中学校から高校への円滑な進学を果たせるよ

う、これまで以上に中学校の協力を得ながら、学力の定着と向上に取り組み、

それぞれの学校教育の役割と責任を自覚し、共に神奈川の子どもたちの育成に

取り組む。 

まなびや計画の着実な推進と施設の老朽化への対応 
◇ 着実に要大規模補強棟97棟の解消に努め、平成25年度末で残り25棟となる予定である
が、小規模補強が必要な校舎等への対応も含め、今後も着実に耐震化を進めていく必要が
あること。 

◇ あわせて、築30年以上を経過する学校は全体の79％となっており、老朽化が進んでいる
ことから、良好な教育環境を提供する観点からも計画的に老朽化対策に取り組んでいく必
要があること。 

 
その他 
◇ 義務教育段階の学習状況に課題のある生徒や発達障害などの障害があると思われる生徒
などに対しては、個別の支援が必要であること。 

◇ 支援を必要とする生徒が在籍する高校に対しては、手厚い定数措置を行うなど、必要に
応じたメリハリのある教職員配置の工夫についての検討が必要であること。 

◇ 県立高校での安心・安全な教育環境を維持していくために老朽化著しい施設・設備の更
新や、激しい社会の変動に応じた教育内容を適切に提供するための設備整備・充実につい
て、早急に検討する必要があること。 
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（３）高校教育の質の確保・向上 

○ 生徒一人ひとりの個性や能力等を伸ばし、生涯にわたり学習する基盤が培わ

れるよう、「確かな学力」、「豊かな心」及び「健やかな体」(知・徳・体)の

調和を図る教育の質の確保・向上に取り組む。 
 

○ 多様で変化の激しい社会の中で豊かな人間性や社会性、健やかな体など、社

会を生き抜く力を身に付け、学校から社会・職業への円滑な移行が図れ、社会

人・職業人として自立できる高度な普通教育及び専門教育に取り組む。 
 

（４）支援教育の理念に基づくインクルーシブな高校づくり 

○ 神奈川の支援教育の理念を尊重し、様々な教育課題や困難を抱える生徒への

個々の教育的ニーズに適切に対応していく支援と相談の充実に取り組むととも

に、それを実践する組織体制を一層強化する。 
 

○ インクルーシブな社会づくりに向けて、生徒一人ひとりの個性と能力を大切

にして、共に学び、共に育ち、社会や職業に円滑に移行し、共に生きていく新

たな高校教育の地平を拓く高校づくりに取り組む。 
 

（５）充実した教育環境のもとでの高校教育の提供 

○ 県立高校に学ぶすべての生徒が安全・安心で快適な教育環境の中で育まれる

よう、校舎等の施設の改築・改修や、国際化・情報化・科学技術等の進展に対

応した設備の更新など、充実した教育環境のもとで教育を提供する。 
 

（６）県民の信頼と期待に応える学校経営の充実 

○ 校長を中心に教職員が総ぐるみで、地域や家庭との連携・協力に基づく学校

経営を展開し、県民の信頼と期待に応える学校づくりを一層推進する。 
 

（７）地域と共にある高校づくり 

○ 地域にある教育機関として、地域住民と保護者が学校と共に地域の教育に責

任を負いながら、参画・協働でコミュニティの形成に取り組む。 

 

   ＊ 県教育委員会として、これらの県立高校の果たすべき役割を踏まえ、具体的な

改革にあたっては、再度、これまでの新タイプ校の設置など改革の成果について、

現時点で検証を深化し、再整理することが望まれる。 
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１ 県立高校の教育内容の充実 

 

（１）質の高い教育の提供 

ア 高校生に身に付けさせたい力 

○ 学習指導要領に基づく確かな学力の育成に向けて、県立高校の授業におい

ては、すべての教科等で言語活動の充実を図りながら、基礎的・基本的な知

識・技能の確実な習得、習得した知識・技能を活用した課題解決するための

思考力・判断力・表現力等の育成、そして学習に取り組む意欲を確実に身に

付けさせることが必要である。 

 

○ 道徳教育やシチズンシップ教育等を通じて、高校生が自らを律し、協調し、

思いやりのある人間関係を築くことができるよう、また、規範意識や公共の

精神の醸成を図るとともに、社会貢献する意欲や行動力を育み、人として豊

かな心を育成するようにすることが必要である。 

 

○ 保健体育や「いのちの授業」等の教育活動を通じて、学校生活のみならず

家庭生活等様々な機会を通して、生徒が心身の健康の大切さを認識し、運動

の量と質の確保を図りながら、意識して体力つくりに取り組む意欲や態度、

行動力を身に付けさせることが必要である。 

 

○ 総合的な学習の時間などでのキャリア教育・職業教育等の教育活動を通じ

て、知・徳・体の調和のとれた資質・能力を育成するとともに、学校から社

会・職業への円滑な移行に必要な力や創造力・行動力の育成、さらには市民

性の涵養など、社会をたくましく生きる力を共通なものとして確実に身に付

けさせることが必要である。 

 

○ 生涯学習社会や知識基盤社会の本格的な到来を視野に入れて、県立高校の

すべての生徒に自己学習力を身に付けさせるため、教科等の指導を通じて

「学び方」を学習する活動に積極的に取り組んでいくことが必要である。 

 

Ⅲ これからの県立高校改革のあり方 
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○ 県内の公立の中学校と高校とが授業等を通じて生徒に定着してきた学力の

達成状況を見取り、質の高い教育の保証をめざして、中高が連携して取り組

んでいくためには、それぞれの学校段階で県内統一の学習達成の状況を調査

するなど、全国に先駆けた取組みを期待したい。 

 

イ 教育課程及び授業の改善 

（教育課程の精査と改善） 

○ 各学校においては、課程・学科の設置目的に基づき、生徒の学習ニーズや

進路希望等に応じた教育課程の編成や運用の状況について、選択科目の履修

状況や学習効果等のデータに基づきながら、見直しや改善を図る必要がある。 

 

○ 単位制による教育課程の編成・運用については、これまでの単位制による

普通科高校の教育活動や科目履修、さらには運用状況や進路実現等との関係

から検証を行い、改めて単位制の仕組みを効果的に活用した教育課程の編

成・運用の考え方やあり方を整理していく必要がある。 

 

○ また、すべての県立高校において、これまで個性化・多様化に対応した選

択幅の広い学校設定教科・科目を設置して様々な学習機会の提供を果たして

きたが、科目履修や進路実現の状況等の教育効果に基づく、学校設定科目の

点検・評価を行い、未開講科目の講座数やその経年変化の状況、そしてその

教員配置や授業の質の確保の視点など教育課程の編成・運用を精査し、改善

していく必要がある。 

 

○ 単位制はもとより学年制による教育課程の運用についても、生徒への履修

ガイダンスや相談体制等の校内での教育課程にかかる指導・支援の機能につ

いても各学校で検証し、諸課題の解決を通じて円滑な教育課程の運用が可能

となるよう取り組む必要がある。 

    

（教育課程の弾力的な運用） 

○ 様々な課題のある生徒への対応を考え、教育課程の弾力的な運用を可能に

するシステムづくりが必要である。たとえば、全日制・定時制・通信制の各

課程の併修ができるようなシステムを構築することで、これまで、諸事情の

ために在籍している高校を退学し、通信制へ編入していた生徒に対して、そ
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れまで在籍していた高校で卒業する機会を保障することが可能となる。 

 

○ また、現在、在籍している高校以外の学校や学校外で修得した単位や資格

を卒業単位として設定すること、特色のある科目だけでなく数学や英語とい

った共通教科の科目も認定できるシステムなどを全県統一の基準で構築する

ことが求められる。 

 

○ 地域にある県立高校や教育機関等との連携・協力体制を構築して、生徒が

自らの学習ニーズや進路希望等に応じて、単位互換の連携協定を結んだ他の

県立高校等で受けた授業や教育活動について、単位修得ができる新たな仕組

みづくり（高校教育コンソーシアム）を推進していくことを期待する。 

 

○ 学年制による教育課程の運用にあっては、履修していても１科目でも単位

の修得が認定されない場合の原級留置については、教科指導や生徒指導の取

組み経過を重視し、きめ細かな指導・支援と生徒の学習機会の確保などの視

点から、弾力的な運用に向けた改善が求められる。 

 

（組織的な授業改善） 

○ 平成 21年度に学習指導要領が改訂されたことに伴い、授業改善が求められ、

県立高校においても平成 25年度からすべての学校で「組織的な授業改善」に

取り組んでいるが、各学校で進捗の状況と課題を精査し、学校をあげて授業

改善を行い、質の高い教育を提供する必要がある。 

 

○ 学習指導要領に則った授業改善を進める上では、生徒の多様性に応じた授

業方法を工夫・改善することが必要であり、そのためには、教員間での教

材・教具をはじめ指導方法や評価方法等の共有、生徒による授業評価の活用

などに学校をあげて取り組むとともに、各学校が生徒の学習状況に応じて、

学習支援のプログラム開発にも積極的に取り組む必要がある。 

 

○ 各学校では、確かな学力の定着や学力向上に取り組む上で、学習指導要領

に定める授業時間の確保に努め、学校行事等の教育活動との時間調整や取組

み内容の精選を図って年間指導計画を策定し、それに基づいて教育機会の保

障に向けて責任ある対応を行っていく必要がある。 
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○ 授業方法の改善については、学習障害への対応など専門的な知識や新しい

教育内容に取り組むために、学校外から積極的に支援を受ける必要がある。 

 

○ 県内の高校教育全体の質の向上を図るためには、公立高校と私立高校が交

流できる教科研究にかかる場や機会を確保し、主体的に参加できる仕組みづ

くりを行うとともに、研究者との連携・協力など、外部の力を活用して新た

な授業づくりの可能性の拡大にも期待したい。 

 

○ 高校で小・中学校の学び直しなど基礎的な知識・技能の定着と向上をめざ

す場合、小学校や中学校と同様の指導方法ではなく、発達に応じた指導と、

そのための指導方法の開発、教員の研修が必要である。 

 

（学習評価） 

○ 学校として学力目標達成に向けた成果を見取る上で、教員が個々にテスト

を作成し、評価している状況では、公平な指導と評価ができず、生徒の学力

保障にいかすことは難しいため、すべての県立高校において科目ごとに共通

テストを導入するなど、統一基準により評価することが求められる。 

 

○ また、各学校が生徒の学習状況の達成度を理解し、生徒と教職員が学力達

成の目標を立てる根拠として、これまで県立高校で実施してきた学習状況調

査を改善し、５教科の必履修科目の学習状況を測る県立高校生徒対象の学習

達成度調査のような全県統一の調査を工夫することも考えられる。 

 

○ 高校教育としての質の保証を図る上で、共通テストや全県統一的な学習達

成度調査の導入は、県立高校の生徒の学力の確実な定着を促すものであり、

また、今後の国による「達成度テスト」の導入に向けた動きにも対応してい

くものになると期待したい。 

 

ウ 各学科における教育内容の充実 

（学年制普通科） 

 ○ 学年制普通科高校においては、各学校の設置目的や教育課程上の特性に基

づき、生徒の中学校までの学習状況や進路希望等に応じて、学校全体として

の学力達成の目標を明確にする必要がある。目標に基づき、教科・科目の学
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習の達成目標を定め、授業実践を通じて、生徒の学力の定着・向上を図るこ

とが必要である。 

 

○ 学年制普通科高校においても、学習ニーズの多様化に対応して学校設定教

科・科目などの選択の幅を広げ、教育課程を編成してきた。生徒の学習ニー

ズや進路目標に応じた適正な選択科目の配置となっているか、検証を通じて

見直し、改善を図り、まず、学習指導要領に示された教科・科目の学習と内

容の定着を重要事項とする普通科高校づくりを改めて進めていく必要がある。 

 

○ 現在、学力向上や進路実現の状況、学校としての特色づくりなどの点にお

いて、その成果が見えにくいという課題をもつ全日制普通科高校については、

教育の質の向上をめざし、改善を図ることが求められている。 

 

○ 学力の幅が広く、進路希望や興味・関心も多様な生徒一人ひとりを着実に

伸ばすために、教育課程の改善、組織的な授業改善、学習や進路に関する適

切な指導、相談体制の強化、多様な生徒に対応する教職員の資質・能力向上

などに取り組んでいく必要がある。 

 

○ これまで普通科高校で取り組んできた特色づくりに関しては、個性化・多

様化に対応し、国際・情報・福祉・芸術・スポーツ・理数といった特定の専

門分野を学ぶ専門コース併設校においては教育課程を工夫し、その運用に教

職員の配置や予算の対応を図りながら、取り組んできたことについて検証を

行う必要がある。 

 

○ 学校によっては、特色ある教育が教育課程に根付かず、また組織的な指導

が行われずに、経年とともに特色づくりが見えにくくなっていることから、

改めてそのあり方を見直す必要がある。 

 

（単位制普通科） 

○ 単位制の「系」の科目の設定については、総合学科の「系列」との違いが

わかりにくいなどの指摘もあることから、学年制への移行・再編なども視野

に入れながら、単位制の特性をいかした教育課程の編成や適切な運用などの

改善を図る必要がある。 
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（専門学科） 

○ 各学科の教育内容の充実の方向性として次のような点が挙げられる。  

・農業については、農業の６次産業化や農業を軸とした幅広い産業に対応し

た人材の育成 

・工業については、高度化した工業技術の習得と次代の技術革新を担う人材

の育成 

・商業については、すべての産業や国際社会で対応できる人材の育成 

・水産については、海洋資源の保全や栽培漁業の技術を有した人材の育成と

海洋水産業界が求める人材に対応するための専攻科の教育内容と実習船教

育の充実 

 

○ 最新の科学技術・理数教育にかかる教育の施設・設備を有する県立高校は、

十分な学習環境をいかして教育課程を編成し、思考力・判断力・表現力等を

育み、将来の科学技術イノベーションをリードする人づくりを行う必要があ

る。 

 

○ また、スペシャリストの育成という視点では、大学や専門学校などに進学

してより専門的に学びたいという生徒への対応を考えることが必要である。 

 

○ 専門学科高校で学ぶ生徒にあっても、入学時から学びたい内容が明確な生

徒は少ないことを考えると、将来について幅広く考えたり、展望をもったり

することができるような科目設定を工夫することが求められる。 

 

○ 専門学科高校での教育内容が社会や職業で有効に活用されるためには、基

礎的・基本的な内容の修得状況がどうであるか、また教育課程等が産業界の

要求に対応しているものであるかなどについても留意しておく必要がある。 

 

（総合学科） 

○ 総合学科高校は、普通教育及び専門教育を選択履修を旨として総合的に施

すという設置基準に即し、各校の特色をいかした教育が行われているかとい

う視点でも考える必要がある。 
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○ 総合学科の「系列」科目については、その科目選択や指導内容がどのよう

に機能して進路に結び付いているかを検証し、適切な科目の設置と運用を考

えていくことが必要である。 

 

○ 「系列」については、系列数や科目数を減らし、企業での実習と学校での

授業を組み合わせた中長期の職業体験的な活動を重視して取り組むことも考

えられる。 

 

エ 社会の変化に対応した教育の充実 

（全体的な考え方） 

○ これからの県立高校での教育にあたっては、生徒のニーズや興味・関心は

もとより、現代の社会経済、科学技術、健康医療などのライフイノベーショ

ン、文化芸術、さらには 2020年オリンピック・パラリンピック東京大会の開

催を視野に入れたスポーツ振興などの分野においても、将来の担い手となる

人づくりを期待したい。 

 

○ また、現在、県の特色ある先進的な取組みとしての舞台芸術をはじめとす

る文化芸術による心豊かな神奈川づくりや、さがみロボット産業特区にかか

る施策事業との連関を視野に入れた高校教育の取組みについても期待したい。 

 

（情報教育） 

○ 県立高校における生徒の情報活用能力の向上を含む確かな学力の育成をめ

ざして、学校のＩＣＴ環境の整備に迅速かつ計画的に取り組み、教育の情報

化を早急に推進する必要がある。 

また、様々な課題のある生徒の学習を支援する手段としてのＩＣＴ環境の

整備という視点も踏まえて取り組んでいく必要がある。 

 

○ 社会の情報化が急速に進む中で、生徒自ら所有するタブレットＰＣ等を、

ＩＣＴ環境を整備した学校において学習面や生活面など多岐にわたって多目

的に活用する（ＢＹＯＤ＝Bring your own device）教育を展開する情報教育

のパイロットスクールを指定し、県立高校での教育の情報化推進の拠点校と

しての役割を担う学校づくりを推進することを期待したい。 
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（外国語教育・国際教育） 

○ グローバル化の進む社会に対応できる人づくりの観点から、県立高校の生

徒の実態に応じて、外国語による言語活動の機会を工夫したり、外国語によ

るコミュニケーション活動の実践場面を数多く工夫する必要がある。たとえ

ば、英語による討論会や、神奈川県の歴史や文化、観光などを英語で紹介す

るプレゼンテーション大会など、企業や行政機関と連携しながら、積極的に

高校生が参加できる機会を創出することを期待したい。 

 

○ 世界で活躍できる高い能力をもった高校生を育成する、たとえば、国が進

める国際バカロレアの認定校をめざすような拠点校の指定などを期待したい。 

 

○ グローバル人材の育成については、外国語ができるだけでなく、異文化を

受容できる力、伝統文化への理解を図り、深める学習も重要である。 

 

○ また、高校卒業後、直接海外へ出て学びたいという生徒の希望をかなえる

環境をつくる必要があることから、留学への補助金制度の充実なども必要で

ある。 

 

○ 外国語教育・国際教育に関してスーパーグローバルハイスクールや教育力

向上推進事業などの対象県立高校においては、様々な分野で外部との連携を

進め、質の高いグローバルリーダーの育成を一層推進する必要がある。こう

した学校を拠点として外国語教育のプログラムを他の学校に普及するなど、

全県的にグローバル化に対応した教育の推進に努めることを期待したい。 

 

（伝統文化・日本史必修化） 

○ 国際社会で主体的に活動する人づくりに向け、神奈川県の日本史必修化の

取組みを継承するとともに、郷土神奈川の伝統・文化についての学習にも積

極的に取り組み、生徒一人ひとりに誇りと自覚を養うとともに、世界の多様

な文化を尊重することができる態度や資質を育んでいく必要がある。 

 

（キャリア教育・職業教育・シチズンシップ教育） 

○ 高校段階のキャリア教育では、自分の人生をどう生きればよいかなどを探

求し、キャリアデザイン能力等を育むことや、製造業やサービス業など様々
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な企業や外部機関、団体と連携した体験的な活動を通じて、職業観や勤労観

を育むことに、各学校がバランスよく計画的に取り組むよう、キャリア教育

実践プログラムの改善に努める必要がある。 

 

○ 県立高校の一部において、進路未決定の状況で卒業していく生徒がいると

ころでは、学校から社会や職業への円滑な移行に力を入れていく上でも、生

徒の実態に応じてキャリア教育の取組みを強化し、進路実現につなげる努力

が必要である。 

 

○ 生徒の職業観や勤労観の育成など職業教育への取組みを進める上で、職業

技術訓練校や専門学校・各種学校、それに民間企業などとの連携・協力によ

り、体験的な活動を重視していく必要がある。 

 

○ さらに、県立高校でのキャリア教育の内容の充実に向けては、たとえば、

労働法や金融などといったテーマ学習を、外部関係機関の協力を得ながら積

極的に取り入れ、自立した社会人・職業人の育成につながる取組みに努める

必要がある。 

 

○ 県立高校における進路指導を強化するために、教職員の資質・能力の向上

を図る研修に力を入れるとともに、進路支援などにあたる関係機関との連

携・協力の仕組みづくりに併せて取り組むことが求められる。 

また、支援を必要とする生徒に対し、関係機関や地域資源を活用したキャ

リア支援システムの構築を考える必要がある。 

 

○ キャリア教育の一環であるシチズンシップ教育（政治参加教育、司法参加

教育、消費者教育、道徳教育）の推進は、神奈川県の独自性のある教育とし

て一層推進すべきであると考える。 

 

（生徒指導・教育相談） 

○ 様々な課題のある生徒について、学校がきめ細かな指導や支援に取り組め

るよう、日頃から教職員が生徒との対話を軸とした人間関係づくりを基盤と

して学校全体として組織的に取り組む生徒指導体制を一層、強化・充実して

いくことを期待する。 
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○ 支援を必要とする生徒への対応には、教育相談コーディネーターを中心に

教職員が一丸となって対応にあたることが重要である。 

そのためには、互いに相談し合える学校組織を形成するとともに、必要に

応じて、学校医やスクールカウンセラーなど、外部の医療や福祉などの多様

な専門機関と連携した教育相談体制の充実に引き続き取り組む必要がある。 

 

（２）県立高校でのインクルーシブな学校づくり 

ア 神奈川の支援教育の考え方 

○ 国では、誰もが相互に人格と個性を尊重し支え合い、人々の多様なあり方

を相互に認め合える全員参加型の社会を共生社会として定義し、そうした社

会づくりに向けて取組みを進めている。 

 

○ 神奈川県の支援教育は、国の共生社会の考え方や今日のインクルージョン

の考え方（「サラマンカ宣言」「障害者の権利条約」など）に沿ったもので

あり、様々な子どもの教育的ニーズに応じて学校を変えていくことを求めて

いる。インクルーシブ教育を推進するためには、生徒に応じた指導・支援の

あり方や新たな支援プログラムの開発等が必要である。 

 

○ 障害のない生徒にとっても障害のある生徒と接する機会は、互いに理解し

合い、将来的に支え合って共生社会を形成する上で必要不可欠である。 

 

○ インクルーシブな学校づくりを推進する際には、現在、既に高校では、発

達障害のある生徒やそのほか様々な要因により困難を抱えた生徒について

様々な支援に取り組んでいる状況を踏まえ、先進的な支援の取組みを展開す

る必要がある。 

 

○ 支援が必要な生徒の進路先として、教育課程及び支援体制の整備状況とい

う観点から特別支援学校が選ばれている現状がある。こうしたことを踏まえ

て、特別支援学校との連携により高校で可能な支援体制について研究し、イ

ンクルーシブな学校づくりに関する制度設計をする必要がある。 

 

イ 入学者選抜の考え方 

○ 障害のある子どもたちの入学者選抜について、十分、検討していく必要が
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あるが、現行の高等学校入学者選抜の議論とは切り離して考える必要がある。 

 

○ 県立高校におけるインクルーシブ教育の導入と実践に向けての入学者選抜

に取り組む必要があることから、生徒・保護者など広く県民の理解が得られ

る選抜方法を検討する必要がある。 

 

○ その際、生徒が、小学校、中学校の時から受けている支援に関する情報を

共有し、連携して取り組むことが重要である。 

 

ウ 教育課程 

○ 増加している特別支援学校の高等部に進学する生徒に、適切な教育課程を

取り入れるという考え方から、特別支援学校の教育課程と高校の教育課程を

弾力的に扱えるようにする必要がある。同様に県立高校に特別支援学校の教

育課程の考え方を取り入れることも考えられる。 

 

○ 学校組織全体として学習支援などの必要な支援が展開されることが必要で

ある。教育相談コーディネーターが十分に力を発揮できるようにするととも

に、学校として相談・研究・研修等の体制を整えることが必要である。 

 

エ 就労支援と進路保障 

○ 様々な要因により就労が難しい生徒については、これまでの進路指導体制

では十分に対応しきれないため、学校内外の教育資源を活用した連携・協力

体制が必要である。 

また、ＮＰＯや企業等との連携・協力により成功している学校の支援プロ

グラムを全体に広めたり、パイロット校を指定して労働・福祉などの人材を

積極的に活用したりするなどの取組みが必要である。 

 

○ 特別支援学校とは異なる、高校独自の支援によって、生徒の社会参加を進

められる可能性について、実践を踏まえた研究を推進する必要がある。これ

までの事例の検証を進めることも、その支援方法をみつける契機になる。 

 

○ 就労に関しては、企業全体での受入先を増やすとともに、民間企業に現状

の理解を得て、企業全体で取り組んでいる事例を活用していく必要がある。 
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オ 教職員の資質向上及び適正な配置の考え方 

○ 教職員全体のインクルーシブ教育の理解と力量の形成を並行して進めていく

ことが必要である。また、そのためには、子どもの課題（教育的ニーズ）を見

取る力を付けるための組織体制の構築と研修手法の開発が非常に重要である。

こうした研修については、学校内外の教育資源と連携させて考えていくことも

必要である。 

 

○ インクルーシブな学校づくりについては、様々な課題のある生徒が在籍して

いる学校に対する支援を考慮し、教職員の配置と教育環境の整備が非常に重要

な課題となる。 

 

○ 神奈川県においては、高校で学べる可能性がある生徒が特別支援学校に入学

している状況にあるとともに、発達障害等、支援の必要がある生徒も高校で学

んでおり、こうした状況を踏まえて高校での支援を充実・強化する必要がある。 

 

２ 質の高い教育を支える県立高校の教育環境の整備 

 

（１）県立高校の施設・設備の抜本的な改善等 

ア 教育環境の充実に向けた考え方 

○ 学校は、生徒にとって一日の大半を過ごす場所であるため、一層の安全・安

心をめざすとともに、快適な学校生活を送り、また防災・防犯に対応できる視

点からも教育環境の整備を優先的に推進する必要がある。 

 

○ 県立高校の教育環境の整備に向けては、従前の整備の仕方や予算を徹底的に

見直し、節約できるところは大いに節約し、どこを充実させることで教育の質

を高めることができるかという、予測される効果を明らかにして県民理解の得

られるメリハリのある計画を策定する必要がある。 
 

○ 再編にあたっては、施設・設備の面からも学習ニーズ、生徒の減少、生徒の 

通学圏等を十分勘案し、利便性が高く、無駄がなく効果的であるものとする必

要がある。 
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イ 校舎等の施設・設備の改善 

（耐震化対策と老朽化対策） 

○ 神奈川県では、生徒急増期に「高校百校新設計画」を策定し、全国的にも例

のない大規模な学校整備を行った。現在、学校施設の耐震性の確保と老朽化対

策が大きな課題となっており、まなびや計画によって鋭意改善を図っていると

ころであるが、この時期の校舎等の改修・改築に伴う教室等施設の確保が膨大

であること、さらには厳しい財政状況にあるなどの理由により、耐震化率は６

割台にとどまり全国的にも低い水準にある。 

 

○ 学校の校舎等の施設・設備については、生徒・保護者や県民からまずは「安

全」であるという安心感を得ることを重視し、耐震化達成率の現状をしっかり

見据えながら、老朽化対策とともに、早急な対応に取り組んでいくための計画

を策定し、財源の確保と併せて進めていく必要がある。 

 

○ 適正な学校規模としての校舎等の容量を確保する観点から、県立高校の施

設・設備の整備を行う際には、計画的に改修や増改築を行っていくことが望ま

しい。 

 

（校内の生徒の居場所や交流の場所づくり） 

○ 生徒が教室以外の場所で安心して過ごせたり、気軽に会話や相談ができたり

する場所を校内に設けることが必要である。このような場所づくりは、部屋の

模様替えや椅子・テーブルの配置によっても可能であり、学校の積極的な工夫

が期待される。 

 

○ 図書室については、読書や学習のほかにも、居場所や交流の場としての機能

の充実を図る必要がある。 

 

（学校での生活環境の整備） 

○ 各学校の施設のうち、トイレや洗面等の水周りをはじめとする衛生面にかかわ

る日常の生活環境の整備は、喫緊の課題であり、それらの改修等によって生徒

の気持ちを明るくし、精神的なゆとりをもたらし、ひいては学習意欲の向上に

つながる効果も予見できるので、早急な対応が必要である。 
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（地域と共にある学校の役割） 

○ 「地域と共にある県立高校づくり」の考え方から、県民による学校の施設・

設備の活用も視野に入れた整備とすることも重要である。 

 

○ 学校は避難所指定の有無にかかわらず、地域の避難所となる可能性もあるこ

とから、防災拠点として設備の整備について一層の充実が求められている。 

 

ウ 教育活動や学習方法に応じた教室等の施設・設備の工夫・改善 

○ 各学校での教育課程や生徒の状況に応じて、学習集団に応じた授業展開が可

能となる教室や、生徒指導・進路指導等にかかる機能を有する施設の確保に取

り組む必要がある。 

 

○ 学校における言語活動の充実を図る観点から、生徒の自己表現の場やグルー

プ発表等の場として、視聴覚機器を備えた小ホールやスペースなどが有効であ

り、その整備が期待される。 

 

○ 専門学科高校の施設・設備の改善については、急速な産業社会の進展や生徒

の進路に応じた適切な設備、機器の整備、更新が急務であり、計画的に進める

必要がある。 

 

○ たとえば、農業高校における生産物の販売利益を自校の環境整備について活

用することなどは、生徒の学習意欲を高め、学校の活性化にもつながる仕組み

として期待でき、検討する必要がある。 

 

エ 情報化に対応した施設・設備の改善 

○ 情報化については、学習環境の整備も併せて考えることが必要である。タブ

レットＰＣの導入に伴う無線通信環境や教室内のスクリーンといった実際の教

育活動を想定した周辺機器の整備、さらにはパソコンのリース・買い上げなど

整備方法も検討することが必要である。 

 

○ 教育における情報化推進の前提として、教職員一人に１台のパソコンの支給

が必要であり、早急な充実が求められる。また、教室を含めたＬＡＮによる校

内ネットワークの整備推進を検討する必要がある。 



- 27 - 

 

（２）学校経営の改善と充実 

 ア 学校経営の改善と充実に向けた考え方 

○ 各学校は、学校教育目標を効果的に達成するため、学校教育計画に基づき、

必要な組織づくりを行い、能率的な学校運営と、教職員の服務・予算・施設等

の学校管理とを計画的に実施し、評価・改善していく学校経営に、校長のリー

ダーシップのもと教職員が一体となって組織的に取り組む必要がある。 

 

○ 組織的・機動的・効果的な学校経営にあたっては、学校評価システムを有効

に活用して、人的、物的、財政的、組織・運営的な諸条件を、調査データ等に

基づき、計画・実施・評価・改善のマネジメントサイクルを確実に位置付けて

取り組んでいくことが求められる。 

 

○ 県教育委員会が実施する県立学校への第三者評価の結果を取り入れながら、

生徒の実態に応じた教育活動や学校運営の円滑な実施に向けた改善に活用して

いく必要がある。 

 

イ 自主的・自律的な学校経営の推進 

（校長のリーダーシップ） 

○ 校長は、リーダーシップを発揮し、副校長や教頭、総括教諭等と企画・調整

を円滑に進めながら、学校教育計画を着実に実行するための学校経営にかかる

資質・能力の一層の向上を図ることが必要である。 

 

○ 校長は学校経営の改善・充実に向けて、若手や次代のリーダーなどに学校運

営への関与と参画の意識を高めることが必要である。 

 

○ 組織的な授業改善をはじめ教育活動にかかる学校経営の改善・充実に向けて

は、指導的な立場の教員育成に力を入れ、教員の指導力の向上に取り組み、教

科指導における学校の組織体制づくりに取り組む必要がある。 

 

（インクルーシブな教育への取組み） 

○ 学校運営（学校方針、組織づくり、実践、学校評価）の全般にかかわってイ

ンクルーシブな学校づくりの視点が必要であり、そのためには、生徒の意見を

丁寧に聴き、教職員が積極的に支援に取り組める体制づくりを進めるとともに、
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外部の専門スタッフ的な職員の配置も重要である。あわせて、保健室の機能と

して養護教諭の複数配置が不可欠である。 

 

（学校評価を活用した学校経営） 

○ 県立高校での学校評価システムについて、教職員一人ひとりが、目標を設定

する知識とスキル、実施したことを見取るための評価方法に関する知識とスキ

ル、点検・評価に基づく学校改善につなげる方法を身に付けるとともに、学校

関係者評価を充実させるなど、改善を図っていく必要がある。 

 

○ 学校評価にかかる研修の強化と事例集やモデル校紹介などによる普及啓発を

図るとともに、指導主事による指導の充実が望まれる。 

 

  ウ 地域とのつながりや外部機関との連携 

○ 円滑な学校運営には、地域の自治会や企業などの力を学校運営に反映させて

いくことが大切である。 

 

○ また、学費支援、生活支援、就労支援など、生徒の教育環境を整えるため、

教育、福祉、労働の３行政の連携は極めて重要であり、とりわけ、相互の相談

機関と連携した取組みは、生徒の健全な育成に不可欠である。 

 

○ 新たな高大連携への取組みとして、特定の県立高校と県内及び首都圏の大学

との連携型高大一貫教育の推進をめざし、高校教育の質の向上、高校から大学

への円滑な移行と接続、さらには参画・協働による学校経営など、これまでに

ない新しい連携・接続・一体型の学校づくりを期待したい。 

 

 エ コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度） 

○ 小中学校のコミュニティ・スクールにおいては、学校と地域住民や保護者等

との連携が深まるとともに、学校経営力の向上につながっており、県立高校に

おいても導入を検討することが望ましい。 

 

○ コミュニティ・スクールの導入に際しては、学校運営協議会を通じて、新た

な学校コミュニティの形成をめざすという視点が大切である。 
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○ 「地域と共にある県立高校づくり」は、保護者・地域住民など広く県民の理

解と協力があって成り立つものである。さらには、コミュニティ・スクールと

しての取組みについては、学校経営への地域の参画・協働が必要であり、ＰＴ

Ａ活動や地域の活動をはじめ、幅広い立場からの参加・協力を求めて普及啓発

を工夫していく必要もある。 

 

 オ 教職員研修の改善・充実 

    ○ 教職員が研修を通じて着実に資質・能力を向上し、実践に役立つものとする

ためには、従前の研修講座の受講履修を前提とした研修のあり方を見直し、知

識・技能等の一定の修得を通して、教職員の指導力向上や質の高い教育の提供

をめざす実践的な研修として、単位修得型の研修制度に改善する必要がある。 

 

○ 現在、教員免許更新制度の改善の中で検討されている 10年経験者研修の取扱

いなども視野に入れながら、教職員のライフステージに即して、一人ひとりの

個性や能力を勘案し、研修体系を準備していくことも求められる。 

 

○ 県立総合教育センターが研修を進めるにあたって、インクルーシブな視点を

明確にもつ必要がある。また、総合教育センターがインクルーシブな学校づく

り推進のための拠点として重要な役割を果たすことが必要である。 

 

○ 学校においては、インクルーシブな学校づくりについての実践的な研究が必

要不可欠であり、指導主事や臨床心理士などが現場のニーズに応じて学校で行

う研修・相談も重要である。また、民間やＮＰＯの力も活用できることが望ま

しい。 

 

３ 県立高校の適正な規模と配置 

 

（１）県立高校の適正な規模と配置にかかる基本的な考え方 

ア 生徒数の動向への対応 

○ 神奈川県では、平成 26年３月の公立中学校の卒業生徒数が約７万人であるの

に対して、今後の推計予測では平成 33年３月に約６万４千人、そして平成 40

年３月には約６万２千人台へと減少が見込まれる。 

こうしたことから、円滑な学校運営や教育活動を実施するために、再編整備
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を視野に入れた学校規模と学校配置、並びに学校数の適正化の検討・推進に取

り組む必要がある。 

 

○ 入学定員計画については、率による割振り方式を改善し、平成 25年度から公

立と私立が自らの責任で実現をめざす定員目標を設定する方式としている。今

後の生徒数動向や県外への進学状況の変動等も勘案し、検討する必要がある。 

 

イ 県立高校の適正な学校規模 

○ 課程・学科の設置目的に基づき、生徒一人ひとりの個性や能力を確実に伸ば

し、授業や学校行事、そして部活動等により、充実した教育活動を展開でき、

また、きめ細かな指導・支援や、安心で快適に学校生活が送れる教育機会の提

供を図ることができる学校規模を確保する必要がある。 

 

○ 県立高校の小規模化の影響として、一部では、学校の活力の低下（生徒数減

少による学校行事や部活動等への支障）や学校運営への支障（教職員数減少に

よる多様な教科・科目の展開の困難さや教職員一人あたりの校務分掌の分担増

加等）となっていることが明らかになっており、教職員が生徒と向き合う時間

の確保にも課題が生じている。こうした点を是正するためには、各学校の状況

に応じた一定の学校規模の確保が必要である。 

 

（学級定員） 

○ 学級定員については、「公立高等学校の適正配置及び教職員定数の標準等

に関する法律」（通称「標準法」）に基づき、これまでも改善が図られてき

たが、全国一律に１学級 40人となっている。今後も、国の動向を踏まえ、原

則として１学級40人を標準とする。 

 

○ クリエイティブスクールや多部制定時制といった学校や、様々な課題のあ

る生徒が多く在籍し、きめ細かな指導や支援を必要とする学校においては、

弾力的な学級編成と小集団など多様な学習集団による授業展開が可能となる

よう、たとえば１学級 30人を標準とするなど、県教育委員会が一定の基準を

定める必要がある。 
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（学校規模） 

○ 学校規模については、その学校の設置目的、生徒の状況、部活動、地域特

性等を勘案し、どの程度の規模が教育的な効果を生むかという視点で考える

必要がある。 

  この基本的な視点に立った上で検討したところ、学校の活力の低下や学校

運営への支障といった学校の小規模化の課題が明らかになっており、適正な

学校運営・教育活動を行うためには、１学年８学級で全体 24学級（960人）

から１学年10学級で全体30学級（1,200人）を標準とすることが望ましい。 

 

○ ただし、課程・学科の特性によっては、特別な教育的事情を考慮して、１

学年６学級で全体 18学級（720人）以下の学校規模とすることも考えられる。 

 

○ 各学校の設置状況により学校規模が一律ではない現状を改善する方向とし

て、今後、１学年８学級から１学年 10学級を標準とする学校規模に向けた整

備を進める学校については、施設・設備の改修や増改築を行うことが望まし

い。 

 

（学校配置） 

○ 学校配置については、生徒の学習・進路の希望や通学条件、地域バランス

等に配慮しながら、各課程（全日制・定時制・通信制）と各学科（普通科・

専門学科・総合学科）の適正な配置を行う必要がある。 

 

○ これまでの県立高校改革において設置した、単位制による普通科、フレキ

シブルスクール、クリエイティブスクール、新たな専門学科、総合学科、多

部制定時制、通信制新タイプ校といった新しいタイプの高校については、生

徒のニーズや生徒減少に応じた再編整備や新たな高校づくりをも視野に入れ

ながら、県内にバランスよく適正な学校配置を進めていくことが必要である。 

 

○ 平成 17年度からの県立高校の学区撤廃の際の理念としての量的及び質的な

均衡を図るという視点、防災拠点という安全・安心の視点、そして通学にお

ける経済的な負担軽減の視点などについても検討しながら、適正な学校配置

を考えていく必要がある。 
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（２）全日制課程の適正な学校配置 

ア 普通科 

（学年制普通科高校） 

○ 県立高校のうち約７割を占める学年制普通科高校については、各学校の設

置目的や生徒の学習状況や進路希望の実現等の実態や、地域の公立中学校卒

業者数、中学生の進路希望等を勘案し、地域バランスを考慮した適正な学校

配置を行う必要がある。 

 

（クリエイティブスクール） 

○ クリエイティブスクールについては、これまで横浜市に２校と横須賀市に

１校と県東部に設置されてきた。設置目的や３校のこれまでの取組みの成果

により、生徒・保護者や中学校からの設置・拡大の要望があることから、今

後、県央地域や県西地域など、地域バランスを考慮した設置の拡大を検討し

ていく必要がある。 

 

（普通科高校併設の専門コース） 

○ 学年制普通科高校に併設の専門コースは、新たな専門学科高校や総合学科

高校が設置・拡大されたことから、専門教育としての教育内容のあり方や進

路希望の実現等の視点から見直しを行い、専門学科や普通科への改編を検討

する必要がある。 

 

（単位制普通科高校） 

○ 単位制による普通科高校として設置された県立高校については、生徒の実

態が様々であり、生徒一人ひとりの進路希望や興味・関心に応じて、自ら主

体的に「系」の科目群から選択して時間割を作成し、学校が定める必要な単

位数を修得して卒業が認められる高校づくりを行ってきた。 

 

○  しかし、現在の単位制による普通科高校の一部では、単位制の特性をいか

した教育課程の編成や運用が十分でない実態に鑑み、学年制への移行なども

視野に入れ、適正な学校配置を図る必要がある。 

 

○ 今後の単位制による普通科高校については、半期で単位認定ができる仕組

みの導入など、単位制の特性を一層いかした取組みを進める必要がある。 
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（フレキシブルスクール） 

○ フレキシブルスクールは、現在、全課程の併設校が１校、全日制と定時制

の併設校が１校、そして全日制単独校が１校となっている。今後は、フレキ

シブルスクールの設置目的を、２つ以上の課程を併設している県立高校とし

て再定義を図った上で、地域バランスを考慮し、適正な学校配置を進めてい

く必要がある。 

 

（学力向上進学重点校） 

○ 学力向上進学重点校は「公立の進学重点校」としてのミッションを明確化

する必要がある。 

 

○ 質の高い教育を行う学校づくりの視点も踏まえ、県内から世界をリードす

るグローバル人材等を輩出できる学校づくりが必要と考える。 

 

○ 現在の学力向上進学重点校は、県民の期待に十分に応えていない。このた

め、学力向上進学重点校については、その取組み等のスタンダードを定め、

しっかりと評価し、指定を見直す必要がある。 

 

（連携型中高一貫教育校） 

○  地域に根ざした連携型中高一貫教育校は、中学生、高校生、大学生等が探

究活動から伝統芸能に至るまで様々な行事の場を共有し、互いに刺激し合い、

良い教育効果を生んでいる例となっている。 

  

○ また、神奈川県の独自性である県内大学の附属中学校と県立高校の連携型

中高一貫教育校については、これまでの６年一貫のカリキュラム開発と実践

に関しての検証を行うとともに、高大の連携・接続へと進化・発展すること

を期待したい。 

 

○ 連携型中高一貫教育校をさらに拡大していく場合については、地域性や教

育内容、入学者選抜の方法等に加え、国の動向等も踏まえて検討していく必

要がある。 
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イ 専門学科 

○ 専門学科高校については、産業構造の変化や科学技術の進展、さらには時

代や社会の変化に応じて、求められる専門的な知識・技術及び技能が変化し、

高度化している。 

現在の工業科や商業科、看護科等の専門学科高校の教育内容や作業的・体

験的な活動などの指導体制も、こうした変化に十分対応していく必要がある。

また、専門学科高校については、周辺地域の状況や総合学科高校の設置状況

等を勘案し、適正な学校配置とする必要がある。 

 

○ 専門学科高校の卒業生のうち、就職した者は４割を下回り、大学や専門学

校等への進学した者が５割を超えている状況がある。 

上級学校への進学を指導・支援できる教育課程の編成や運用を学校の特性

とし、より高度な専門性や応用力のある未来のスペシャリストを生み出す、  

新たな専門学科高校づくりについても、再編整備も視野に入れながら推進し

ていく必要がある。 

 

○ 前回の県立高校改革時とは様相が変わり、キャリア教育という社会との接

続を考える学びが共通認識化している。こうした中で、生徒の専門学科の教

育における学びについても、上級学校へのつながりも考える必要がある。 

 

○ 通学区域・交通の便等を踏まえつつ、その人材を必要としている地域の状

況を勘案して専門学科高校の配置について検討を深め、新しい分野に対応で

きる人材を育成していくことが必要である。 

 

ウ 総合学科 

 ○ 総合学科高校については、普通教育と専門教育を選択履修して総合的に学

ぶ学科として設置されている。配置を考えるにあたっては、専門学科高校の

立地環境や学科内容等を勘案するとともに、学校周辺地域の産業の特性等に

も着目しながら、生徒・保護者や中学校等のニーズや地域バランス等に配慮

した適正な学校配置に取り組む必要がある。 

 

 ○ また、総合学科高校においては、教育課程の編成や運用の状況、さらには

生徒の学習ニーズや進路状況等から判断して、設置目的を果たせていない場
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合には、単位制あるいは学年制の普通科等への改編などを積極的に進めてい

く必要もある。 

 

（３）定時制課程・通信制課程の適正な学校配置 

（全体的な考え方） 

○ 定時制高校全般については、これまでの勤労青少年の在籍の割合が少なくな

り、不登校経験のある生徒や外国につながりのある生徒など、多様な生徒が在

籍している状況において、生徒・保護者や中学校等のニーズ、地域バランスに

配慮した適正な学校配置を考えていく必要がある。 

また、学習意欲のある子どもたちが安心して学べる場の確保という視点で、

再編整備にあたっては、十分配慮して進める必要がある。 

 

○ 全日制に併置の定時制は、生徒に誇りを持たせる点から独立校にすることが

望ましい。既存の独立校の生徒の様子を見ていると自信をもって通学している

ことが見てとれる。定時制の生徒の中途退学者を減らすという視点からも、独

立校については考える必要がある。 

 

○ 今後は、フレキシブルスクールの特色をいかした定時制・通信制のあり方を

考えていくことも必要である。 

 

○ 定時制高校への認識が大きく変わっており、一人ひとりの生徒の状況に応じ

た教育課程の一つとして一層、魅力ある定時制・通信制に発展させていく必要

がある。 

 

（夜間定時制高校） 

○ 夜間定時制高校については、生徒の多様な実態を踏まえて、これまで単位制

の普通科高校や総合学科高校といった単位制の仕組みをいかした県立高校づく

りを進めてきた。 

しかし、中途退学者や卒業時の進路未決定者がいまだ多い状況にあることを

考慮し、生徒一人ひとりにきめ細かな指導と支援を行う上で、履修と単位の修

得については教育課程の弾力的な運用をすべての夜間定時制高校で進めていく

必要がある。 
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○ 夜間定時制で学ぶ生徒の３割を超える者が昼間の時間帯での学習を希望して

いることから、クリエイティブスクールなど全日制での学習機会の拡大をも視

野に入れながら、段階的に夜間定時制の縮減を図っていく必要がある。 

 

○ 夜間定時制については、小規模で通いやすいところに、適正に配置する必要

がある。 

 

（昼間定時制高校） 

○ 昼間定時制高校については、現在、１校が設置されており、勤労青少年に対

応した高校教育を受ける機会として開校した。現在、ほとんどの生徒が３年間

での卒業を希望し、学びと関連する進路実現を果たしていることを踏まえ、課

程のあり方を検討する必要がある。 

 

（多部制定時制高校） 

○ 多部制定時制高校については、現在、２校を設置し、不登校経験や様々な学

習歴を有する生徒が単位制の仕組みにより学んでいる。生徒の学習状況や中途

退学率及び卒業率の状況、さらには進路状況等を見ながら、多部制定時制につ

いての検証を行い、適正な学校配置について検討する必要がある。 

 

（通信制高校） 

○ 通信制高校については、現在、２校を設置している。スクーリングの改善や

ＩＣＴを活用した学習機会の拡大など生徒と接する少ない機会を活用しながら

引き続き、コミュニケーションを大切にした指導・支援の充実に努めている。

生徒が引き続き意欲的に自学自習ができ、中途退学することなく、卒業できる

ように通信制高校としての使命を果たす必要がある。また、生徒のニーズや地

域バランスを踏まえながら適正な学校配置を進めていく必要がある。 

 

○ 県立高校全体の卒業率を高める方策として、全日制・定時制・通信制の学校

間連携や単位互換、併修等の仕組みの拡充に取り組むことが必要である。その

際、フレキシブルスクールの考え方も参考に、適正な配置を検討する必要があ

る。 
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○ スクーリングについては、遠方からの通学者に対する負担軽減を踏まえ、通

信制新タイプ校によるサテライト校の設置や出前授業のような仕組みを検討す

ることで地域バランスを確保することも考えられる。 

 

（４） 学校数の適正化 

○ 課程・学科や教育的な特性を有する設置目的をもった県立高校の適正な学校

規模を確保していくためには、これから県立高校の再編整備や新たな高校づく

りを行い、学校数の適正化を図る必要がある。 

 

○ また、これから再編整備や新たな高校づくりを進めていく際には、生徒の通

学の便や経済的な負担軽減を考え、その上で立地環境や周辺環境も十分考慮に

入れ、適正な学校の選定を行い、配置を進めていくことが望ましい。 
 

（５） 入学者選抜のあり方 

○ 高等学校入学者選抜制度に関しては、制度としての大きな枠組みを変更せず

に、現行制度の中でインクルーシブ教育の実施にかかる選抜方法等について検

討していく必要がある。 

 

○ 高等学校入学者選抜制度にかかる今後の見直しや改善については、今後の制

度検証などを通じて取り組む必要があり、これからの県立高校改革とは別に論

議していくことが望ましい。 
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１ 改革全体の方向性について 

 

 ○ 県立高校改革を推進するにあたっては、国の教育基本法や教育振興基本計画、

県教育委員会の「かながわ教育ビジョン」や神奈川の教育を考える調査会「最終

まとめ」を踏まえ、未来を拓き、創り、生きる神奈川の子どもたちを大切に育む

ことを第一に考え、すべての県立高校を視野に入れた将来構想を描き、その具現

化に向けたあり方を教育行政計画に示し、着実に取り組むべきである。 

 

 ○ 生徒の高校教育についてのニーズをはじめ、グローバル化や情報化が進展する

社会や時代の変化に対応した高校教育のあり方、そして今後の中学校卒業生徒数

の動向等を踏まえながら、県立高校の将来構想について、生徒・保護者や教職員

のみならず、県内の経済界や産業界、市町村、民間企業、大学等の教育関係機関

などと意見交換の場を設けるなどして、広く県民から意見を聴取し、プロセスを

大切にして県立高校改革にかかる計画に取り組む必要がある。 

 

 ○ 計画期間については、改革規模を想定して検討を進めることが望ましい。ただ

し、校舎等の老朽化・耐震化の状況や生徒数の動向等を見据えた、県立高校の施

設・設備や再編整備への対応については、中長期を展望した計画期間を別途に検

討するなどして、計画的・継続的に取り組むことを期待する。 

 

２ 県立高校の対応 

 

 ○ 県立高校改革に向けて、各学校は校長を中心に教職員が一丸となって、学校の

ミッションをしっかり共有し、神奈川の子どもたちにより良い教育を提供できる

よう、教育のプロフェッショナルとして活力あふれる学校改革に取り組むことを

期待する。 

 

 ○ 各学校においては、これまでの学校づくりを振り返りながら、学習の主体であ

る生徒の実態をしっかり把握し、学習や進路のニーズに応じた教育課程の編成や

Ⅳ 県立高校改革の推進にあたって 
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運用が根拠に基づいて行われるようにし、点検・評価を行いながら、不断の改善

に努めるべきである。 

 

 ○ 地域社会の中に位置する県立高校のあり方を自覚し、生涯学習社会の到来によ

る役割や東日本大震災後の地域防災としての役割を担う場として、すべての教職

員が地域との協働・連携を大切にして、地域と共にある学校づくりを進める必要

がある。 

 

３ 行政の対応 
 
（改革にかかる財政措置） 

○ 神奈川の未来を担う人材（むしろ、これから少子化社会では人は宝すなわち

「人財」）を育成することこそが、神奈川県教育委員会及び神奈川県行政の使命

であり、誇りと情熱、そして夢や希望をもって、不断の努力を続ける必要がある。 

 

○ これまで限りある県の財源が県立高校の教育改革の推進にあてられてきたが、

生徒の安全・安心にかかわる予算や、時代や社会の変化に応じた高校教育の充実

に向けた予算などは、まさに未来への先行投資である。県教育委員会は、県立高

校改革についての必要な予算総額の確保に向けて、県民の理解と支持が得られる

優れた改革計画の策定と、教育効果に対するデータ的な根拠（エビデンス）をも

って取り組んでいく必要がある。 

 

○ その一方で、神奈川の教育を考える調査会での「最終まとめ」にもあるように、

今後の県立高校改革にかかる財政措置については、まずは県教育委員会自らが今

の予算や制度を徹底的に見直して無駄を省き、県立高校の学校現場に最も適した

仕組みをつくって、メリハリのあるものとする必要がある。 

 
（改革への学校支援） 

 ○ 県教育委員会は、各学校の課程・学科のミッションに対する主体的な学校づく

りを推進することができるよう、学校運営、教育課程、生徒指導、進路指導、教

職員研修、施設・設備の整備など、可能な限り様々な視点からの条件整備を行い、

改革に取り組む学校を支援する必要がある。 
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○ インクルーシブな学校づくりのためには、教育だけではなく労働、福祉などの

行政機関が協働し、インクルーシブな施策を総合的に構成して、多様な困難を抱

える生徒について対応できる仕組みづくりが重要である。 

 

（市町村及び他の高校設置者との連携） 

 ○ 神奈川県の高校教育は、県と市を設置者とした公立高校と私立高校とによって

担われており、今後も引き続き、相互の連携・協調によって高校進学の機会の確

保と、より良い高校教育の提供に向けて取り組んでいくことが望まれる。 

 

 ○ これからの県立高校改革における再編整備に関しては、公立と私立とのそれぞ

れの役割や特性を十分にいかし、連携・協調を深めながら、県民の信頼と期待に

応えた取組みをしていくことが求められる。 

 

（中学生・保護者や教職員等への学校理解の促進） 

 ○ 県立高校に進学を希望する中学生・保護者、そして中学校の教職員や教育関係

者などに、教育方針・教育内容や入学者選抜のあり方など学校の理解にかかる説

明会や情報提供などについて各学校が主体的かつ積極的に取り組むとともに、県

教育委員会の企画運営する学校紹介や説明会等の機会をいかして周知に取り組む

必要がある。 

 

（教職員の資質・能力の一層の向上） 

 ○ 神奈川県教育委員会における「教職員人材確保・育成基本計画」に基づきなが

ら、質の高い教育の提供に向けた実践的な指導力や生徒理解や適切な相談・支援

に向けた専門的な知識・スキルの向上が図られる研修等を一層充実させ、生徒・

保護者など広く県民の教職員に対する信頼や期待に十分応えられる取組みが必要

である。 

 

 ○ 教職員の研修の充実に向けては、教科など指導にかかる研修や校務にかかる研

修などのほか、社会や時代の変化に対応して求められる資質・能力の向上を図る

作業的・体験的な研修や、大学・大学院等の専門的教育機関や民間企業など関係

機関との連携・協力による研修など、様々な研修機会を提供し、高校教育の充実

とこれからの県立高校改革に資する教職人材の確保・育成に努めていく必要があ

る。 
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 ○ 教職員の研修については、県立総合教育センターの有する研修、研究、相談及

び情報提供という機能を十分にいかすとともに、県内の大学や企業など様々な機

関との連携・協力を強化して、充実した体制づくりが求められる。 

 

（入学者選抜制度） 

 ○ 現行の入学者選抜制度に基づきながら、県立高校におけるインクルーシブ教育

の導入と実践に向けた入学者選抜に取り組む必要がある。 

 

（県立高校改革についての県民へのＰＲと理解の促進） 

 ○ これからの県立高校の将来構想や改革内容について、生徒・保護者など広く県

民に十分なＰＲ活動を行い、意見等を聞きながら、理解と協力が得られるよう工

夫と努力が求められる。 

 

 ○ 県立高校の再編整備にかかる取組みを進める際には、各地域の実情や意向など

に十分配慮し、周知を図りながら、理解と協力を求めることが必要である。 

 

４ 地域社会や家庭等の対応 

 

 ○ 県立高校改革を推進するにあたっては、各学校や県教育委員会の取組みのみな

らず、保護者・地域住民など広く県民の理解と協力が最も重要である。 

 

 ○ とりわけ、コミュニティ・スクールの取組みは、学校運営への地域の参画・協

働が必要不可欠である。ＰＴＡ活動や地域の活動をはじめ、幅広い立場からの参

加・協力を求めて普及啓発を工夫していく必要もある。 

 

 ○ 県立高校をめぐる様々な課題に対応するため、県立高校が地域や家庭と一体と

なって取り組んでいくことが必要であり、併せて、生涯学習社会の到来を視野に

入れて、地域のコミュニティとして、県立高校が地域の教育力向上に貢献できる

よう取り組む必要がある。 

 

 ○ また、地域のコミュニティとしての県立高校のあり方を追求していく上でも、

今後も引き続き、県立高校の施設の整備に向けた寄附の受け入れを促進するため、

「神奈川県まなびや基金」への理解と協力を積極的に呼びかけ、県立高校の教育
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環境整備を推進していく必要がある。 

 

○ 県立高校の中途退学率は以前に比べて減少している。しかし、依然として中途

退学率の高い学校もあり、入学した生徒を責任をもって卒業させられるよう学校

と家庭と関係機関等が連携・協力する仕組みの構築が求められる。 

 

 ○ 県立高校の学校紹介や教育活動の取組みなどについて、日頃から積極的にホー

ムページなど様々な広報手段を通じて周知に努め、学校理解の促進を図る必要が

ある。 
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 用  語 解  説 

あ 

行 

新しいタイプの高校 ｢県立高校改革推進計画｣（平成12年～平成21年）及びそ

の後の取組みにおいて、生徒の興味・関心や学習希望・進

路希望の多様化、生徒数の減少などに対応するために設置

したもので、単位制による普通科高校、フレキシブルスク

ール、総合学科高校、新たな専門学科高校、通信制新タイ

プ校、クリエイティブスクール、多部制定時制高校がそれ

にあたる。 

いのちの授業 子どもたちの社会性や規範意識の低下、不登校やいじ

め・暴力行為などの教育課題、自殺や若者の自立をめぐる

問題が生じている中、他者への思いやりや自分を大切にす

る心を育み、神奈川を担う人づくりを進めるため、各学校

では、各教科、道徳の時間、総合的な学習の時間、食育や

キャリア教育など、あらゆる教育活動を通して、「いのち

の授業」を展開している。 

インクルーシブ教育 ｢障害者の権利に関する条約｣によれば、人間の多様性の

尊重等の強化、障害者が精神的及び身体的な能力等を可能

な最大限度まで発達させ、自由な社会に効果的に参加する

ことを可能とするとの目的のもと、障害のある者と障害の

ない者が共に学ぶ仕組み。 

か 

行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学力向上進学重点校 確かな学力と豊かな人間性・社会性を備えた次世代を担

う人材育成に資するため、組織的なカリキュラム開発と授

業の質的保証、個別の学力向上支援体制の充実等、生徒の

第一希望の進学実現に向けた取組みを実践する県立高校。

平成 26年６月現在で 18校が指定されており、そのうち２

校がアドバンス校に指定されている。 

〔アドバンス校〕学力向上進学重点校のさらなる深化を図

り、グローバル人材・次世代リーダー人材育成をめざす取

組みを実践する。 

｢個性化推進事業(昭和 54年度～平成元年度)｣にはじまる

特色ある県立高校づくりにおいて、すべての県立高校の学

力向上・特色づくりの一層の深化・充実を図って｢学力向上

推進・特色ある県立高等学校づくり推進事業(平成 19年度

～平成21年度)｣を展開し、その中で学力向上進学重点校10

校が指定された。その後、事業の焦点化・重点化を図った

｢県立高校教育力向上推進事業(平成 22年度～平成 24年

度)｣において学力向上進学重点校は 18校に拡充され、さら

に、｢県立高校教育力向上推進事業 Ver.Ⅱ(平成25年度～)｣

においても同じ18校が指定された。 

用語解説 
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か 

行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校評価 

 

 

 

 

 

 

 

子どもたちがより良い教育を享受できるよう、その教育

活動等の成果を検証し、学校運営の改善と発展をめざすた

めの取組みで、各学校が、自らの教育活動その他の学校運

営について、めざすべき目標を設定し、その達成状況や達

成に向けた取組みの適切さ等について評価することで、学

校として組織的・継続的な改善を図る。また、自己評価及

び保護者など学校関係者等による評価の実施とその結果の

公表・説明により、適切に説明責任を果たすとともに、保

護者、地域住民等から理解と参画を得て、学校・家庭・地

域の連携・協力による学校づくりを進める。さらに、各学

校の設置者等が、学校評価の結果に応じて、学校に対する

支援や条件整備等の改善措置を講じることで、一定水準の

教育の質を保証し、その向上を図る。 

かながわ教育ビジョン 明日のかながわを担う人づくりを進めるため、平成 19年

８月に定めた今後の本県の教育を推進する総合的な指針。 

 ｢かながわ人づくり宣言｣(平成 17年 11月)のアピール以

来、ワークショップや教育イベントの開催、県民からの意

見募集、各関係団体との意見交換等による教育論議を深め

ながら策定した。 

教育相談コーディネーター 各学校で児童・生徒への支援に取り組む際に、課題解決

に向けた推進役となる教員のこと。具体的には、担任、保

護者、児童・生徒からの相談を受ける、校内委員会を開催

し児童・生徒の指導にかかわる教職員間の情報の共有化を

図る、対応を協議し支援計画を作成する際のリーダーとな

る、具体的な支援の進捗状況を把握し必要に応じ担任等に

助言する、一定の期間後、取組みの評価をしてその後の取

組みを検討するといった役割を担う。 

共生社会 特別支援教育のあり方に関する特別委員会報告によれ

ば、これまで必ずしも十分に社会参加できるような環境に

なかった障害者等が、積極的に参加・貢献していくことが

できる社会のこととされ、誰もが相互に人格と個性を尊重

し支え合い、人々の多様なあり方を相互に認め合える全員

参加型の社会である。 

クリエイティブスクール 

 

 

 

 

 

 

 

学年制による普通科高校の一つで、今まで、持っている

力を必ずしも十分に発揮できなかった生徒が、これまで以

上に学習意欲を高めていくことができるようにするための

仕組みをもった学校。 

 学年や科目に応じた少人数の授業展開(すべての学習活動

を１クラス30人以下で実施)を行い、｢わかる授業の展開｣や

｢実体験からの学び｣を通したきめ細かな教育活動を展開す

ることで、基礎学力や社会性を身に付けていく。 
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か 

行 

 

※クリエイティブスクールのつづき 

 入学者選抜においては、意欲的に学校生活を送ろうとす

る意思を重視し、学力検査は行わず、調査書の評定は使わ

ず、観点別学習状況を活用した総合的な選考を行う。 

系 単位制普通科高校では、共通科目（普通科目）を中心

に、幅広い分野にわたって設置される選択科目の中から、

自分の興味・関心、進路希望に合わせて科目を選択し、自

分の学習計画に基づいた時間割をつくることができるが、

まとまりのある学習のため、科目選択の参考となるよう、

関連のある科目をまとめた科目群のことを｢系｣という。 

系列 総合学科高校では、共通科目と専門(学科)科目の両分野

にわたって特色ある科目が設置され、その中から自分で学

習計画をたて、科目を選択して学ぶことができるが、選択

するときの参考となるよう、学習のまとまりとして設けた

科目群のことを｢系列｣という。 

国際バカロレア インターナショナルスクールや各国の現地校の卒業生

に、国際的に認められる大学入学資格を付与する仕組み。 

 国際バカロレアには、３歳から 19歳の子どもの年齢に

応じた３つのプログラムがあり、そのうちのディプロマ資

格プログラムを修了し、ディプロマ資格取得のための統一

試験に合格することで、国際的に認められている大学入学

資格の一つである、国際バカロレア資格を取得することが

できる。 

さ 

行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支援教育 ｢共に学び共に育つ教育｣という理念の実現に向けて、障

害の有無にかかわらず、子どもたち一人ひとりの教育的ニ

ーズに適切に対応していくことを根幹に据えた教育。 

平成 14年３月の神奈川県教育委員会に対する、これから

の支援教育の在り方検討協議会｢これからの支援教育の在り

方(報告)｣に基づく考え方であり、国が示す｢学習障害

(LD)、注意欠陥多動性障害(AD/HD)・高機能自閉症等｣に対

する特別支援教育も包括し、学校種や学級・教室の種類な

どを問わず、各学校に在籍するすべての子どもたちを対象

としている。 

生涯学習社会 教育基本法では、国民一人ひとりが、自己の人格を磨

き、豊かな人生を送ることができるよう、その生涯にわた

って、あらゆる機会に、あらゆる場所において学習するこ

とができ、その成果を適切にいかすことのできる社会のこ

ととしている。 

全日制進学率 神奈川県内の公立中学校卒業生のうち、県内・県外に設

置される公立・私立全日制高校及び高等専門学校に進学し

た生徒の割合。 

組織的な授業改善 組織で取り組む授業づくりを通した授業改善の実施によ
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さ 

行 

 

※組織的な授業改善のつづき 

り、確かな学力の向上及び教員の世代交代に伴う指導力の

継承を実現し、学校全体の教育力の向上につなげることを

目的とする。 

た

行 

 

 

 

 

 

 

 

第三者評価 学校とその設置者が実施者となり、学校運営に関する外

部の専門家を中心とした評価者により、自己評価や学校関

係者評価の実施状況も踏まえつつ、教育活動その他の学校

運営の状況について、専門的視点から評価を行うもの。神

奈川県では｢専門評価｣として、平成23年度から実施。 

多部制定時制高校 特定の時間帯(午前・午後・夜間)で授業を行う課程を複

数設置した高校。 

知識基盤社会 ｢我が国の高等教育の将来像(答申) 中央教育審議会 平

成17年１月28日｣において、新しい知識・情報・技術が政

治・経済・文化をはじめ、社会のあらゆる領域での活動の

基盤として飛躍的に重要性を増す社会のこととして定義さ

れている。 

は 

行 

フレキシブルスクール 

 

単位制の仕組みをいかし、一人ひとりの生活スタイルや

学習ペースに応じた学習ができるよう、１日８時間や12時

間の授業展開を設定し、午前・午後・夜間(定時制課程を併

置する学校のみ)それぞれの時間帯を選択できる柔軟なシス

テムを特色とする高校。 

ま

行 

まなびや計画 大地震への備えや入学希望者が増加している特別支援学

校の整備、新たな時代に対応した機能改修、深刻化する老

朽化等への対応を図るために、平成 19年度に「県立教育施

設再整備 10か年計画」(まなびや計画)を策定し、平成 28

年度までの 10か年で様々な課題に対応した施設整備を進

め、安全で安心できる教育環境の実現をめざすもの。 

 平成20年の中国四川省の地震で学校が倒壊し、多数の犠

牲者が出たことから、耐震化を最優先とする見直しを行っ

た。 

ら 

行 

６次産業化 農山漁村に豊富に存在する地域資源をフル活用し、１次

産業としての農林漁業と、２次産業としての製造業、３次

産業としての小売業等の事業との総合的かつ一体的な推進

を図り、新たな付加価値を生み出す取組み。 

 
























































